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さらに、障がい者の働く場を拡充するため、県内４か所に設置されている社会的事業所の運営を支

援しています。また、障害福祉施設から一般就労した障がい者の職場定着を支援しています。引き

続き、社会的事業所の安定的な運営と障がい者の職場定着を支援する必要があります。 

③農業分野では施設外就労（事業所による農作業請負）の実態やニーズの把握、林業分野では苗木生

産や木製玩具製造の研究会、水産分野ではカキ養殖に係る作業等の現地研修会等の開催に取り組ん

でいます。引き続き、福祉事業所や障がい者のニーズに的確に対応していくため、福祉事業所と農

林水産事業者・関連企業等とのマッチングや連携機会の創出が必要です。 

④自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい等の専門的な相談支援を実施するとともに、障がい者就業・

生活支援センター等の広域的な相談支援により、障がい者の地域での生活を支援しています。また、

「三重県障がい福祉従事者人材育成ビジョン」に基づき、相談支援専門員等の研修を実施し、人材

育成と資質の向上に努めています。今後は、引き続きより効果的な相談支援体制となるよう見直し

を進めるとともに、人材育成による相談支援の質の向上に努める必要があります。 

⑤精神障がい者の地域移行や地域生活を支援するため、モデル的に鈴鹿・亀山圏域に地域移行コーデ

ィネーターを配置するとともに、アウトリーチ事業については、鈴鹿・亀山圏域に加えて津圏域に

も事業を拡大しています。今後は、事業成果を検証しながら、支援策のさらなるレベルアップを図

る必要があります。 

また、三重ＤＰＡＴについて、熊本地震の被災地に派遣し、被災者のこころのケア等を行いました。

今後は、成果や課題を検証し、体制を強化する必要があります。 

さらに、アルコール健康障害対策について、三重県精神保健福祉審議会のもとにアルコール健康障

害対策推進部会を設置し、「三重県アルコール健康障害対策推進計画」の策定に向けて検討を進め

ています。今後は、今年度中に同計画を策定し、対策を推進していく必要があります。 

⑥障害者差別解消法の施行に伴い、相談窓口の設置や三重県障がい者差別解消支援協議会の設立を行

うとともに、障がい者差別解消セミナーを開催して啓発を行いました。また、障がい者虐待につい

て、専門家チームの活用等により、対応力の向上を図っています。今後は、三重県障がい者差別解

消支援協議会で構築したネットワークを生かして障がい者差別の解消に向けた取組を進めるとと

もに、障害者虐待対応事例集の活用や研修の実施により、市町や施設職員の理解促進と資質の向上

を図り、障がい者の権利擁護に向けた取組を進める必要があります。 

⑦「三重県手話言語条例」の制定を受け、三重県障害者施策推進協議会のもとに手話施策推進部会を

設置し、「三重県手話施策推進計画」の策定に向けて検討を進めるとともに、「手話を広める知事の

会」に参加し手話の普及に向けた取組を進めています。今後は、平成 29 年４月の条例の施行に向

け今年度中に同計画を策定し、計画に基づき施策を推進していく必要があります。 

⑧初めて東紀州地域（尾鷲市）で「障がい者芸術文化祭」（12 月開催）を開催するとともに、「2020

年東京オリンピック・パラリンピックに向けた障がい者の芸術文化活動推進知事連盟」に参加し、

他県の取組等との連携を図っています。また、障がい者の社会参加の観点から、未婚障がい者の出

逢いの支援を行っています。引き続き、障がい者の社会参加を推進するための取組を進める必要が

あります。 

⑨神奈川県相模原市で発生した障がい者入所施設における殺傷事件を受けて、施設に対し注意喚起を

行うとともに、社会福祉施設等における入所者等安全確保に係る庁内緊急連絡会議の開催、社会福

祉法人を対象とした研修会の場での安全対策の徹底や確認の依頼、社会福祉施設管理者等に対する

社会福祉施設入所者の安全確保に向けた調査等を行いました。今後は、調査結果や、国の動向等を

見据えつつ、取組を進める必要があります。 

 







④障がい者就労支援事業【基本事業名：13102  障がい者の就労促進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２障がい者福祉費） 

予算額：(28) ３６，３９２千円 → (29) ３２，３９８千円 

事業概要：経営コンサルタント等を活用した福祉事業所の経営改善等への支援を進めるとともに、

共同受注窓口において、福祉事業所に対する受注の仲介、販路開拓等を行い、一層の受

注拡大を進めます。また、社会的事業所の安定的な運営に向けた支援や、一般就労にお

ける就労の定着のために必要な支援を実施します。 

 

⑤障がい者相談支援体制強化事業【基本事業名：13104  障がい者の相談支援体制の整備】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２障がい者福祉費） 

予算額：(28) １５９，６９６千円 → (29) １６４，９５９千円 

事業概要：各障害保健福祉圏域において、就業・生活相談と障がい児の療育相談を実施するととも

に、県内全域を対象とした自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい、重症心身障がい等

専門性の高い相談事業を行います。 

 

⑥人材育成支援事業【基本事業名：13104  障がい者の相談支援体制の整備】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２障がい者福祉費） 

予算額：(28) １２，６８４千円 → (29) １１，１０６千円 

事業概要：障がい福祉サービスや相談支援が円滑に実施されるよう、相談支援従事者研修、サービ

ス管理者研修、強度行動障がい支援者養成研修などの各種研修を実施するとともに、三

重県障害者自立支援協議会の人材育成部会において、研修項目の体系化や評価方法を検

討します。 

 

⑦（一部新）精神障がい者保健福祉相談指導事業 

【基本事業名：13105 精神障がい者の保健医療の確保】 

（第４款 衛生費 第 1項 公衆衛生費 ４精神衛生費） 

予算額：(28) ２８，６５５千円 → (29) ２８，０８１千円 

事業概要：地域移行コーディネーターの配置やアウトリーチ事業を実施するとともに、新たに措置

入院患者等地域定着支援員を配置して、精神障がい者の措置入院退院後の地域定着支援

や支援体制づくりを進めます。また、「三重県アルコール健康障害対策推進計画」に基

づき、アルコール依存症治療が必要な方の早期発見、早期介入や啓発、人材育成の取組

を進めます。 

 

⑧（一部新）障がい者権利擁護推進事業 

【基本事業名：13106  障がい者の権利擁護と社会参加環境づくり】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２障がい者福祉費） 

予算額：(28) ３，２６１千円 → (29) ９，５７４千円 

事業概要：障がいを理由とする差別の解消に向けた啓発活動を進めるほか、三重県障がい者差別解

消支援協議会で構築したネットワークを生かして、差別の解消に向けた取組を推進しま

す。また、研修の実施や専門家チームの活用により、障がい者の虐待防止や対応力の向

上を図ります。さらに、「三重県手話言語条例」の施行を受けて、「三重県手話施策推進

計画」に基づき、県民が手話を学習する機会の確保や手話通訳を行う人材の育成等を行

い、手話を使用しやすい環境の整備を進めます。 

 



⑨障がい者の持つ県民力を発揮する事業 

【基本事業名：13106  障がい者の権利擁護と社会参加環境づくり】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２障がい者福祉費） 

予算額：(28) ４，０９０千円 → (29) ４，２５２千円 

事業概要：障がい者の芸術・文化活動を活性化するため、さまざまな主体と連携して「三重県障が

い者芸術文化祭」を開催するとともに、「2020 年東京オリンピック・パラリンピックに

向けた障がい者の芸術文化活動推進知事連盟」の活動に参加します。 

 

 

⑩（新）農福連携による次世代型農業モデル構築事業 

【基本事業名：13103 農林水産業と福祉との連携の促進】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ５農林漁業担い手対策費） 

予算額：(28) － 千円 → (29) ６，４０７千円 

事業概要：農業分野における障がい者の就労の場の拡大に向けて、農福連携によって生産される農

産物・農産加工品の付加価値向上や、福祉事業所による農作業請負を通じて産地全体を

支援する次世代型農業モデルの創出に取り組みます。 

 

⑪林業分野における福祉との連携推進事業【基本事業名：13103 農林水産業と福祉との連携の促進】 

 （第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ２林業振興指導費） 

予算額：(28) １，０２６千円 → (29) ４１４千円 

事業概要：林業分野において福祉との連携を進めるため、普及啓発のための検討会や、福祉事業者、

木工事業者等を対象とした研修会等を開催します。 

 

⑫水福連携による担い手育成事業【基本事業名：13103 農林水産業と福祉との連携の促進】 

 （第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １１水産業経営対策費） 

予算額：(28) － 千円 → (29) ７４５千円 

事業概要：障がい者を新たな漁業の担い手として位置付け、漁協や漁業者等が福祉事業所等に委託

する新たな漁労関連作業を創出することにより、障がい者の就労機会の拡大を図ります。 

 

農林水産部 



















⑦高齢者健康・生きがいづくり支援事業【基本事業名：13204 高齢者の社会参加環境づくり】 

 （第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ３老人福祉費） 

予算額：(28) １９，１０３千円 → (29) １９，４６７千円 

事業概要：元気な高齢者が生活支援の担い手となるよう、地域で自主的に活動する高齢者団体を養

成するため研修を実施するとともに、全国健康福祉祭（ねんりんピック）に三重県選手

団を派遣します。 

 

⑧生活保護扶助費【基本事業名：13205 生活困窮者の生活保障と自立支援】 

 （第３款 民生費 第３項 生活保護費 ２扶助費） 

予算額：(28) １，８３８，１４６千円 → (29) １，９４４，４６４千円 

事業概要：生活に困窮する方に対して、健康で文化的な最低限度の生活を保障するため、生活保護

法に基づいて必要な扶助費を給付するとともに、自立に向けた支援を行います。 

 

⑨生活困窮者自立支援事業【基本事業名：13205 生活困窮者の生活保障と自立支援】 

 （第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １社会福祉総務費） 

予算額：(28) ３２，０７５千円 → (29) ３０，３４０千円 

事業概要：生活困窮者自立支援法に基づき、県所管地域（郡部）において生活困窮者の相談に適切

に応じ、自立に向けた支援に取り組むとともに、市町（福祉事務所設置自治体）におい

ても自立支援の取組が円滑に進められるよう、必要な情報提供等を行います。 

 

⑩戦没者慰霊事業【基本事業名：13206 戦没者遺族等の支援】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ４遺族等援護費） 

予算額：(28) １，７３３千円 → (29) １，７２６千円 

事業概要：戦没者、戦災死没者を追悼し、冥福を祈念するため、県戦没者追悼式を開催するととも

に、全国戦没者追悼式や沖縄「三重の塔」慰霊式に参列します。また、戦争の悲惨さや

平和の尊さを伝えるため、若年世代の参加を促します。 

















 

 

 ④女性の再就職チャレンジ支援事業【基本事業名：34202 女性、高齢者の雇用支援】 

  （第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  予算額：（28） １４，６５７千円 → （29） １４，６５７千円 

  事業概要：就労意欲を持つ子育て期の女性を中心に、離職ブランク等の不安を解消し、安定雇用を

めざした再就職を図るため、就労に向けたスキルアップのための講座と企業における職

場実習を組み合わせた研修を実施します。 

 

 ⑤シルバー人材センター促進事業【基本事業名：34202 女性、高齢者の雇用支援】 

  （第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  予算額：（28） ８，４００千円 → （29） ８，４００千円 

  事業概要：高齢者が本人の希望に応じて、これまで培ってきた経験や能力を発揮する就業機会を確

保するため、働く意欲のある高齢者に対して地域生活に密着した就業の機会を提供する

公益社団法人三重県シルバー人材センター連合会の取組を支援します。 

 

 ⑥（一部新）ワーク・ライフ・バランス推進サポート事業 

【基本事業名：34203 ワーク・ライフ・バランスの推進】 

  （第５款 労働費 第１項 労政費 ３ 労働福祉費） 

  予算額：（28） － 千円 → （29） ５，３９５千円 

  事業概要：企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を促進するため、セミナーの開催や専門

家派遣によるコンサルティングを行うほか、先進企業との意見交換を行う報告会などを

開催します。 

 

 ⑦（一部新）働き方改革総合推進事業【基本事業名：34203 ワーク・ライフ・バランスの推進】 

  （第５款 労働費 第１項 労政費 ３ 労働福祉費） 

  予算額：（28） ８５４千円 → （29） ６，７０９千円 

  事業概要：労働環境を整備する機運の醸成を図るため、働き方改革に取り組む企業等の課題に応じ

て「働き方改革アドバイザー」による相談支援を実施するほか、「働き方改革フォーラ

ム」の開催や「働き方改革」などに取り組む企業等に「働き方改革推進企業（仮称）」

としての登録を促進し、優良事例を表彰します。 

 

 ⑧労働相談室運営事業【基本事業名：34203 ワーク・ライフ・バランスの推進】 

  （第５款 労働費 第１項 労政費 ２ 労働教育費） 

  予算額：（28） １２，４３４千円 → （29） １２，６５９千円 

  事業概要：労働者が抱える労働問題を解決するためのセーフティネット機関として「三重県労働相

談室」を運営します。 

 

⑨労働者福祉対策資金貸付等事業【基本事業名：34203 ワーク・ライフ・バランスの推進】 

  （第５款 労働費 第１項 労政費 ３ 労働福祉費） 

  予算額：（28） ４９５，３２４千円 → （29） ４０７，６１３千円 

  事業概要：中小企業・小規模企業で働く勤労者の生活基盤の安定を図るため、住宅、育児・介護休

業等の生活基盤に係る資金を確保する手段として融資制度を整備します。 


